
 

７ 「  児童相談体制の強化 」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・ こ れま で の取組  

１  都児童相談所の体制強化 

（ １ ） 都児童相談所の人員体制・ 専門性の強化 

 〇 都の児童虐待相談対応件数は年々増加し て おり 、 重篤な 虐待ケ ース や精神疾患

があ る 保護者への対応な ど 、 対応が困難な ケ ース も 増加し て いま す。  

  

 〇 経験年数２ 年以下の職員が、 児童福祉司・ 児童心理司と も に５ 割弱と な っ て お

り 、 経験が浅い職員が増加し て いま す。  

 

 〇 児童虐待に迅速かつ的確に対応する た め、 児童福祉司や児童心理司を 増員する

ほか、 困難ケ ース への対応にあ た り 、 職員に助言・ 指導等を 行う 専門課長を 配置し

て いま す。  

 

 〇 人材確保のた めの専任チーム （ リ ク ルート チーム ） を 設け 、 大学や養成機関へ

の訪問を 行う ほか、人材育成のた めのト レ ーニ ン グ セ ン タ ーを 設置し 、実践的な 研

修を 実施し て いま す。  

 

（ ２ ） 都児童相談所の管轄区域の見直し 、 都児童相談所と 子供家庭支援セ ン タ ーの連

携拠点の強化 

 〇 令和３ 年７ 月に公布さ れた 児童相談所設置の基準を 定める 政令（ 政令第 2 0 9 号

児童福祉法施行令およ び地方自治法施行令の一部を 改正する 政令。 管轄人口おお

むね 5 0 万人以下） 等を 踏ま え 、 管轄区域の見直し や新設によ る 区域再編に向け

た 対応を 実施し て いま す。   

 

 〇 児童相談に係る 都と 区市町村の相互連携の強化を 図る た め、 都児童相談所と 子

供家庭支援セン タ ーの連携拠点（ サテ ラ イ ト オフ ィ ス ） を 設置し て いま す。  

（ 目指す方向性）  

〇 都児童相談所の人員体制・ 専門性を 強化し ま す。  

 

〇 都児童相談所の管轄区域の見直し 、 都児童相談所と 子供家庭支援セ ン タ ーの連

携拠点の強化を し ま す。  

 

〇 区立児童相談所を 含む東京全体の児童相談業務の総合調整機能を 強化し ま す。  

 

〇 都児童相談所と 子供家庭支援セン タ ーの相互連携を 強化し ま す。  
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２  都と 区市町村が一体と な っ た 児童相談体制の確保に向け た 取組 

（ １ ） 区立児童相談所を 含む東京全体の児童相談業務の総合調整機能の強化 

 

〇 都において は、 令和 6 年 1 0 月現在、 1 1 か所の都立児童相談所、 ９ か所の区

立児童相談所、 8 5 か所（ 6 1 区市町村） の子供家庭支援セン タ ーが設置さ れて い

ま す。  

 

 〇 法的対応や専門的な 相談支援を 行う 都立児童相談所、 地域の第一義的な 相談窓

口であ る 区市町村の子供家庭支援セ ン タ ー、 児童相談業務を 自ら の責任で実施す

る 区立児童相談所等が、 そ れぞれの役割の下、 相談支援を 行っ て いま す。  

 

 〇 し かし 、 大都市東京では、 ト ー横問題等、 単一の自治体で は解決でき な い広域

的、 専門的な 課題が顕在化し て おり 、 都と 区市町村の連携の下、 東京全体で 児童

相談体制を 強化し て いく 必要があ り ま す。  

 

 〇 こ れを 踏ま え 、 都は、 令和６ 年度、 区立児童相談所を 含む東京全体の総合調整

機能を 担当する 「 総合連携担当」 を 都児童相談セ ン タ ーに設置し ま し た 。  

 

（ ２ ） 都児童相談所と 子供家庭支援セ ン タ ーの相互連携の強化 

 ① 都児童相談所サテ ラ イ ト オフ ィ ス によ る 連携 

 〇 令和 2 年 7 月に練馬区子供家庭支援セン タ ー内（ ※1 ）、 令和 3 年 1 2 月に台

東区子ど も 家庭支援セ ン タ ー内（ ※２ ）、 令和 4 年 4 月に渋谷区子供家庭支援セ

ン タ ー内、 令和６ 年 1 1 月に墨田区子育て 支援総合セン タ ー内に、 都の児童相談

所の連携拠点（ サテ ラ イ ト オフ ィ ス ） を 設置し ま し た 。  

※1  令和６ 年６ 月の東京都練馬児童相談所の開設によ り 発展的に終了 

※２  台東区・ 中央区と の共同設置 

 

〇 都の児童相談所職員が、 定期的及び必要時に連携拠点（ サテ ラ イ ト オフ ィ ス ）

で業務を 行う と と も に、 必要な 児童虐待事案等について 、 連携拠点を 活用し 、 情

報共有、 合同調査等を 実施し て いま す。  

 

 ② 子供家庭支援セ ン タ ー分室によ る 連携 

 〇 令和 5 年 7 月に新宿区子供家庭支援セン タ ーの分室を 都の児童相談セン タ ー内

に、 令和６ 年１ ０ 月に足立区こ ど も 家庭相談課の分室を 都の足立児相内に設置し

ま し た 。  

 

〇 子供家庭支援セ ン タ ー職員が、 常時、 分室で業務を 行う と と も に、 児童虐待相

談等について 情報共有、 虐待通告時の調査や面接等を 合同で実施し て いま す。  
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 ③ 都児童相談所・ 子供家庭支援セ ン タ ーの一体型拠点によ る 連携 

 〇 令和 6 年 6 月、 東京都練馬児童相談所を 練馬区子供家庭支援セン タ ーと 同一の

施設内に設置し ま し た 。  

 

〇 虐待通告に対する 初期対応機関の振り 分け の実施、 日常的な 合同ケ ース 会議の

開催、 合同家庭訪問・ 面接、 合同研修な ど によ り 、 児童相談所と 子供家庭支援セ

ン タ ーが緊密に連携し て いま す。  

 

 

 課題と 取組の方向性  

１  都児童相談所の体制強化 

＜課題１ ＞都児童相談所の人員体制・ 専門性の強化 

〇 児童福祉司の配置基準は、 平成 2 8 年の政令改正によ り 、 人口おおむね４ 万人

から ７ 万人ま でに対し て １ 人と さ れて いた も のが、 平成 3 1 年４ 月以降は、 人口

４ 万人に対し て １ 人が標準と さ れ、 さ ら に、 令和４ 年度に、 人口３ 万人に１ 人の

配置に引き 上げら れた た め、 現状、 職員定数が配置基準に足り て いま せん。  

 

 〇 児童福祉司、 児童心理司の増員を 進める 中で 、 経験年数の浅い職員の割合が増

加し て おり 、 一層効果的な 人材育成を 図っ て いく 必要があ り ま す。  

 

 

（ 取組１ －２ ） 実践的な 研修の充実 

 〇 都ト レ ーニ ン グ セ ン タ ーに おけ る ロ ールプ レ イ ン グ 形式の演習型研修を 充実

し ま す。  

（ 取組１ －１ ） 人員体制の強化 

〇 児童福祉司には高い専門性が求めら れる た め、 必要な 人材確保はも と よ り 、

人材育成を し て いく こ と が重要であ り 、 引き 続き 、 国の配置基準等を 踏ま え 、

計画的に増員し ま す。  

 

〇 計画的な 人員確保を 進める た めに、多様な リ ク ルート 活動を 進める と と も に、 

よ り 幅広い層が受験でき る よ う に、 教養試験の廃止や東京以外で の選考実施、

採用年度を 選べる よ う にする な ど 、 採用選考の見直し を 行いま す。  

 

〇 職員確保及び定着支援に向け て 、 奨学金の返済支援や、 児童相談所職員住宅 

と し て の民間賃貸住宅借り 上げな ど 、 イ ン セ ン テ ィ ブと な る 取組の拡充を 進め 

て いき ま す。  
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＜課題２ ＞都児童相談所の管轄区域の見直し 、 都児童相談所と 子供家庭支援セ ン タ ー

の連携拠点の強化 

〇 虐待に関する 相談件数は年々増加し て おり 、 相談体制を 強化し 、 迅速な 対応に

つな げて いく た め、 多摩地域及び区部におけ る 都児童相談所の整備を 進めて いく

こ と が必要です。  

 

〇 引き 続き 、 区市町村と の連携を 通じ た 、 き め細か な 相談支援体制を 確立する た

め、 サテ ラ イ ト オフ ィ ス の設置を 推進する こ と が必要と な り ま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  都と 区市町村が一体と な っ た 児童相談体制の確保に向け た 取組 

＜課題３ ＞区立児童相談所を 含む東京全体の児童相談業務の総合調整機能の強化 

〇 児相設置自治体間や、 児童相談所と 子供家庭支援セ ン タ ー間の調整において 、

相談援助業務のルールの解釈や認識の違いによ り 、 手続が円滑に進ま な い事例が

発生し て いま す。  

 

 

（ 取組１ －３ ） サポ ート 体制の充実 

 〇 新た に採用し た 職員が環境の変化やギ ャ ッ プに対応でき る よ う 、プレ チュ ータ

ー制を 導入し 、 採用前か ら 採用後にか け て の 職員への サポ ート 体制を 充実し ま

す。  

（ 取組２ －１ ） 都児童相談所の新設によ る き め細かな 相談支援体制の確立 

〇 国の政令基準（ 管轄人口おおむね 5 0 万人以下） 等を 踏ま え 、 区部及び多摩

地域におけ る 都児童相談所の新設を 進め、 地域に根差し た き め細か な 相談支援

体制を 確立し ま す。  

 

 

 

 

 

 

（ 取組２ －２ ） サテ ラ イ ト オフ ィ ス の設置促進 

 〇 都児童相談所のサテ ラ イ ト オフ ィ ス の設置を 促進し 、都と 区市町村の連携を 一

層強化し ま す。  

今後の新設予定 

町田児童相談所（ 仮称）（ Ｒ ７ 年度）、 大田区に設置する 新た な 児童相談所（ Ｒ 8 年

度）、 多摩中部児童相談所（ 仮称）（ Ｒ 1 1 年度）、 西多摩児童相談所（ 仮称）（ Ｒ 1 3

年度）、 ま た 、 目黒区に設置する 新た な 児童相談所の設置に向けた 検討（ R 1 3 年度

ま でを 目途に）  

今後の新設予定 

目黒区こ ど も 家庭セン タ ー内サテ ラ イ ト オフ ィ ス の設置を 検討中 
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〇 一時保護児童の入所先施設が見つか ら ず、 一時保護長期化の一因と な る と と も

に、 児童福祉司個人によ る 入所打診等が繰り 返さ れる な ど 、 職員の負担も 増大し

て いま す。  

 

〇 児童相談所では、 困難な 法的対応やケ ア ニ ーズ の高い児童への支援等、 大都市

特有の困難ケ ース に直面し て いま す。 ま た 、 子供家庭支援セ ン タ ーにおいて も 法

的対応な ど 様々な ケ ース に対応し て いま す。  

 

〇 児童相談所、 子供家庭支援セ ン タ ーと も に、 経験豊富な 職員の確保・ 育成に苦

慮し て いま す。  

 

〇 都と 区市町村でき め細かな 相談支援体制を 早期に確立する こ と が必要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  人材育成の共同推進 

都児童相談所、 区立児童相談所、 子供家庭支援セ ン タ ーにおけ る 合同研修

や職員を 相互に派遣する な ど の人事交流の取組を 進め、 専門性の向上と 「 顔

の見え る 関係」 を 構築し ま す。  

（ 取組３ ） 東京全体の児童相談業務の総合調整機能の発揮に向け た 取組 

 〇 都児童相談セ ン タ ーの体制を 強化し 、 東京全体の児童相談業務の総合調整機

能の発揮に向け 、 以下の取組を 推進し ま す。  

１  相談援助業務の標準化 

（ １ ）   児童相談所の業務に係る 既存のルールの解釈等を 確認・ 検証し 、 東京

の実情を 踏ま え た 都区共通の新た な ガ イ ド ラ イ ン 等の策定に向け て 検討

を 進めま す。  

 

（ ２ ）   児童相談所と 子供家庭支援セ ン タ ー間の連絡調整に係る ルールを 検証

し 、 必要な 見直し を 実施し ま す。  

 

（ ３ ）   児童養護施設の入所調整の効率化に向け た 都区共通の仕組みづく り を

検討し ま す。  

 

２  個別ケ ース に係る 専門的支援 

（ １ ）   都内全体での専門性向上のた めに、 困難ケ ース や好事例等、 対応事例

を 全自治体で共有する た めの仕組みを 構築し ま す。  

 

（ ２ ）   子供家庭支援セ ン タ ーにおけ る 個別の困難事例等に関する 相談支援や

区立児童相談所の求めに応じ た 技術的援助や助言を 行う 窓口を 都児童相

談セン タ ーに設置し ま す。  
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＜課題４ ＞都児童相談所と 子供家庭支援セ ン タ ーの相互連携の強化 

〇 都と 区市町村でき め細かな 相談支援体制を 早期に確立する こ と が必要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価指標  

取組 指標名 現状 目標値 

（ １ ）  

取組１ －１  

〇 第 三 者 評 価 を 実

施 し て い る 児 童 相

談所数 

 

６ か所 

（ 令和６ 年度）  
全児童相談所 

（ １ ）  

取組１ －１  

〇児童福祉司、児童

心理司の配置数 

児童福祉司５ ０ ７ 人 

児童心理司２ ５ １ 人 

（ 令和６ 年度）  

 

国の政令基準の達

成・ 維持 

（ １ ）  

取組１ －１  

〇 市 町 村 支 援 児 童

福祉司の配置数 

２ 人 

（ 令和６ 年度）  

 

国の政令基準の達

成・ 維持 

（ １ ）  

取組１ －１  

〇 児 童 福 祉 司 ス ー

パ ー バ イ ザ ー の 配

置数 

 

６ ６ 人 

（ 令和６ 年度）  

必要に応じ て 体制

を 強化 

（ １ ）  

取組１ －１  

〇医師の人数 2 8 人（ う ち 、 会計年度任用

職員は 2 1 人）  

（ 令和６ 年度）  

 

必要人員を 確保 

（ １ ）  

取組１ －１  

〇保健師の人数 1 2 人（ 会計年度任用職員）  

（ 令和６ 年度）  

 

必要人員を 確保 

（ １ ）  

取組１ －１  

〇弁護士の人数 協力弁護士 6 7 人 

（ う ち 、 2 4 人は会計年度任

用職員を 兼ねる ）  

（ 令和６ 年度）  

 

必要人員を 確保 

（ 取組４ ） 都児童相談所と 子供家庭支援セ ン タ ーと の連携拠点の充実 

 〇 都児童相談所のサテ ラ イ ト オフ ィ ス 、 区の子供家庭支援セン タ ーの分室、 １ 区

１ 児相体制によ る 児童相談所・ 子供家庭支援セン タ ーの一体型拠点な ど 、 都児相

と 子供家庭支援セ ン タ ーと の連携拠点の充実を 図っ て いき ま す。  
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（ 1 ）  

取組２ －１  

〇 児 童 相 談 所 の 管

轄人口（ 1 0 0 万人

を 超 え て い る 場 合

は、 推移も ）  

児童相談セ ン タ ー： 1 2 9 万

人、 江東児相： 8 2 万人、 品

川児相： 1 4 2 万人、 杉並児

相： 9 1 万人、  

北児相 3 6 万人、 足立児相

6 9 万人、練馬児相 7 4 万人、 

八王子児相： 1 1 8 万人、 立

川児相： 7 5 万人、小平児相：

1 1 6 万人、 多摩児相： 8 2

万人  

（ 住民基本台帳に よ る 世帯と 人口 

令和６ 年１ 月 1 日 ）  

人口規模な ど を 考

慮し 、 児童相談所

の管轄区域の見直

し を 実施 

（ ２ ）  

取組２ －１  

〇中核市・ 特別区に

お け る 児 童 相 談 所

の設置状況 

9 区 

（ 令和 6 年 1 0 月）  
－ 

（ ２ ）  

取組２ －１  

中核市・ 特別区に

お け る 児 童 相 談 所

の 今 後 の 設 置 見 込

（ 検 討 中 の も の を

含む）  

—  
令和８ 年度末ま で

に３ 区設置予定 

 

 

主な 施策  

・【 拡充】 児童相談所の管理事務費 

  会計年度任用職員に係る 経費や児童相談所職員の研修経費、 児童移送用車両及び 

緊急対応車両の整備費等、 児童相談所の運営に係る 経費を 計上し て いま す。  

 

・【 新規】 児童相談体制強化に係る 総合連携事業 

 東京全体の児童相談体制の充実・ 強化を 図る た め、 都児童相談所及び特別区児童 

相談所並びに子供家庭支援セ ン タ ーを 対象と し た 合同研修や相談事例等を 共有する  

シ ス テ ム 構築を 行いま す。  
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